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第４２回 議 会 運 営 委 員 会 

と き 平成２９年７月２６日（水） 

午後１時３０分 

ところ 第１委員会室 

 

付議事項 

１ 山陽小野田市議会基本条例の検証について 

 

 

 

 

 

２ 山陽小野田市空家等対策協議会委員の推薦について 

 

 

 

 

 

３ その他 

 (1) 市議会モニターからの意見について 

 

 

 

 

 

(2) その他 
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条  文 
検証結果 

評価 評価の理由等 

（目的） 

第１条 この条例は、議会の基本的事項を定め、

議会及び議員の役割を明確にし、その責任を果

たすことにより真の地方自治を実現し、市民の

幸せと豊かなまちづくりに寄与することを目的

とします。 

 

（検証対象外） 

山陽小野田市議会基本条例検証 平成 29 年 月 
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条  文 
検証結果 

評価 評価の理由等 

（議会の活動原則） 

第２条 議会は、次に掲げる原則に基づき活動し

ます。 

(1) 公正性及び透明性を確保し、市民に開かれ

た議会を目指すこと。 

(2) 市民の多様な意見を把握し、市政に反映で

きるよう、市民参加の機会の拡充に努めるこ

と。 

(3) 把握した市民の多様な意見をもとに政策

立案、政策提言等の強化に努めること。 

(4) 市民本位の立場から、適正な市政運営が行

われているかを監視し、評価することにより

信頼される議会を目指すこと。 

(5) 議会運営は、市民の関心が高まるよう、分

かりやすい視点、方法等で行うこと。 

あ
る
程
度
達
成 

【開かれた議会】 

○ 本会議・委員会の会議録をホームページで公開している。 

○ 本会議・委員会をインターネットでライブ中継・録画配信

をしている。 

○ 本会議・委員会の資料を傍聴者に配布するとともにホー

ムページで公開している。 

○ 政務活動費の領収書をホームページで公開することとし

た。 
 
【市民参加の機会の充実】 

○ 議会報告会を毎定例会後に行っている。 

○ 市民懇談会を実施している。 

○ 市議会モニター制度を開始する。 
 
【政策立案、政策提言】 

○ 政策討論会を開催し、議会政策提言として取りまとめ、市

長に提出した。 
 
【監視、評価】 

○ 執行部提案議案の修正等を行った。 

○ 一般会計決算において事業評価を行った。 
 
（今後の対応） 

○ 更なる市民ニーズの把握に努める。 

○ 政策提言等に向けたサイクルを確立する必要がある。 

○ 全ての会計で事業評価を行う必要がある。 
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条  文 
検証結果 

評価 評価の理由等 

（議員の活動原則） 

第３条 議員は、市民の代表者であることを自覚

し、次に掲げる原則に基づき活動します。 

(1) 議会が言論の府であること及び二元代表

制の一翼を担う合議制機関であることを十分

認識し、積極的な議論をすること。 

(2) 市政の課題全般について、市民の意見を的

確に把握するとともに、自己の能力を高める

不断の研さんによって、市民の代表としてふ

さわしい活動をすること。 

(3) 議会の構成員として、一部団体及び地域の

代表にとらわれず、市民全体の福祉の向上を

目指して活動すること。 

あ
る
程
度
達
成 

○ 活動原則に従い、各議員が行動している。 

○ 各種団体が実施する研修会等に積極的に参加するなど、

自己研さんに努めている。 

 

（今後の対応） 

○ 議会アドバイザーなど外部講師を招いての研修を定期的

に実施する。 

（会派） 

第４条 議員は、会派を結成することができます。 

２ 会派は、政策を中心とした同一の理念を共有

する議員で結成するものであって、政策立案及

び政策提言に資するための調査研究に努めなけ

ればなりません。 

あ
る
程
度
達
成 

○ 先進地視察などを行い、調査研究に努めている。 

○ 政策立案、政策提言には至っていない。 

 

（今後の対応） 

○ 会派として、政策提言につながるような調査研究を行う。 
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条  文 
検証結果 

評価 評価の理由等 

（会議の公開） 

第５条 議会は、本会議のほか委員会等を原則公

開とします。 

あ
る
程
度
達
成 

○ 本会議及び委員会を公開している。 

 

（今後の対応） 

○ 全員協議会を公の機関とすることを前提として、そのあ

り方について検討する。 

（自由討議の保障） 

第６条 議会は、言論の府であることを十分に認

識し、議員相互間の自由討議を中心に運営しま

す。 

２ 議会は、本会議及び委員会において、議員、委

員会及び市長からの提出議案並びに直接請求に

よる議案、請願及び陳情に関して審議し、結論を

出す場合、議員相互間の論議を尽くして合意形

成に努めます。 

あ
る
程
度
達
成 

○ 委員会審査において、当初予算、決算、重要議案について、

自由討議を行っており、その結果、附帯決議、議案の修正・

否決を行ったものもある。 

○ 本会議において、自由討議は行っていない。 

 

（今後の対応） 

○ 自由討議の運営方法について、更に検討する。 

〇 本会議での自由討議について検討する。 

（議決事件の追加） 

第７条 議会は、議事機関としての機能強化のた

め、地方自治法第９６条第２項の規定に基づき

議会の議決事件を積極的に追加します。 

２ 前項の規定に基づく議会の議決すべき事件に

ついては、別に条例で定めます。 

あ
る
程
度
達
成 

○ 基本構想、基本計画の制定・改廃を議決事項に追加した。 
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条  文 
検証結果 

評価 評価の理由等 

（議案及び関連資料の公開） 

第８条 議会は、市民に対し情報を公開すること

を積極的に進めるため、本会議のほか委員会等

で用いた議案及びその関連資料は、積極的に公

開します。 

達
成
し
た 

○ 議案を含め、本会議及び委員会の資料を傍聴者に配布す

るとともにホームページで公開している。 

 

（政策討論会の開催） 

第９条 議会は、市政に関する重要な政策又は課

題に対して、共通認識及び合意形成を図り、もっ

て政策立案及び政策提言を推進するため、政策

討論会を開催します。 

２ 政策討論会に関することは、別に定めます。 

あ
る
程
度
達
成 

○ 政策討論会を開催し、その議論を基に政策提言を市長に

行った。 

○ 単発での開催であり、継続的な開催が望まれる。 

 

（今後の対応） 

〇 政策討論会を定期的に開催するための仕組みづくりにつ

いて検討する。 

（行政運営の検証） 

第１０条 議会は、決算審査に当たって、市長そ

の他執行機関（以下「市長等」といいます。）が

執行した事業等の評価（以下「議会の評価」とい

います。）を行います。 

２ 議会は、予算に十分反映させるため、議会の

評価を市長に明確に示します。 

３ 市長は、議会の評価を予算に十分反映させる

よう努めなければなりません。 

あ
る
程
度
達
成 

○ 一般会計決算において事業評価を行い、市長に評価表を

提出した。 

○ 当初予算や決算審査の結果、今後の検討事項等を市長に

提言するため、附帯決議として取りまとめ、議決した。 

○ 市長から附帯決議の検討結果の報告がある。 

 

（今後の対応） 

○ 全ての会計で事業評価を行う必要がある。 
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条  文 
検証結果 

評価 評価の理由等 

（一般質問） 

第１１条 議員は、一般質問を行う権利を有しま

す。 

２ 一般質問は、行財政全般にわたって、市長等

に疑義をただし、所信の表明を求めるのみなら

ず、政治姿勢を明らかにし、それに対する政治責

任を明確にさせることを目的とするものにしな

ければなりません。 

３ 一般質問における論点と回答は、これを公開

します。 

あ
る
程
度
達
成 

○ 一問一答方式を採用し、論点や争点を明らかにし、的確な

回答が得られるようにしている。 

○ 施政方針に対し、代表質問を行うことで、より政策的な議

論が行えるようにしている。 

○ 一般質問の論点と回答は、ホームページで公開している

が、掲載していない議員もいる。 

 

（今後の対応） 

〇 一般質問後の執行部の対応等の検証方法について検討す

る。 

（反問権） 

第１２条 本会議又は委員会に出席した市長等

は、議員から質問を受けたときは、その論点を明

らかにするため、議長又は当該委員会の委員長

の許可を得て、当該議員に対し反問することが

できるものとします。 

ま
だ
不
十
分 

○ 反問権行使の実績がない。 

○ 答弁の中で内容を明らかにするための実質的な反問は行

われている。 

 

（今後の対応） 

○ 条例に基づく行使が行われるようにする必要がある。 

〇 反問権を行使する場合の取扱い（時間、回数など）につい

て詰める必要がある。 

○ 広義の意味での「反論、議員への逆質問」の行使について

検討する。 
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条  文 
検証結果 

評価 評価の理由等 

（質疑） 

第１３条 議案等に対する質疑は、疑義を解明す

るために行い、その内容についてはあくまで総

括大綱的なものにとどめます。 

ま
だ
不
十
分 

○ 本会議での質疑が数字の確認などで終わり、総括大綱的

でない場合がある。 

○ 本会議での質疑が疑義の解明ではなく、個人の意見の主

張になっている場合がある。 

○ 本会議での質疑が委員会審査に反映されていない。 

 

（今後の対応） 

〇 質問と質疑の区別を明確にする。 

第１４条 委員長報告に対する質疑は、委員長に

対し疑義をただすために行います。 

２ 修正案が提出された場合は、執行上の問題に

ついて、市長等に対し質疑をすることができま

す。 

３ 委員長が市長等の答弁を誤って述べた場合

は、市長等からの訂正を求める発言を認めるも

のとします。 

ま
だ
不
十
分 

○ 疑義の解明ではなく、個人の意見の主張になっている場

合がある。 

 

（委員長報告） 

第１５条 委員長報告は、委員外の議員が意思決

定するときの判断材料として必要な情報を提供

するため、そして審査状況を市民に知らせるた

めに審査の概要と結果及びその論点を明らかに

し、詳細に要領よく行います。 

２ 委員長報告概要は、議場に配布します。 

あ
る
程
度
達
成 

○ 条例どおりに行われている。 

○ 委員長報告概要は、ホームページでも公開している。 
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条  文 
検証結果 

評価 評価の理由等 

（賛否の公開） 

第１６条 議案等における賛否は、これを原則公

開します。 

達

成

し

た 

○ 条例どおりに行われている。 

○ ホームページ、議会だよりで公開している。 

 

（今後の対応） 

〇 賛否の理由の公開について検討する。 

（委員会の運営） 

第１７条 委員会は、議案等の審査のみならず、

様々な市政の課題に迅速かつ的確に対応するた

め、その所管に関する事務の調査を機動的に実

施するとともに、委員会の専門性と特性を生か

し、その機能を十分発揮するよう運営します。 

あ
る
程
度
達
成 

○ 所管事務調査に積極的に取り組んでいる。 

 

（今後の対応） 

○ 政策提言につながるような所管事務調査を行う。 

〇 議会によるサマーレビューについて検討する。 
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条  文 
検証結果 

評価 評価の理由等 

（審議における論点情報の形成） 

第１８条 委員会は、提案される重要な政策、施

策、計画等（以下「政策等」といいます。）につ

いて、議会審議における論点に係る情報を形成

し、議論の水準を高めるとともに、議決責任を担

保するため、提案者に対し、次の各号に掲げる事

項について明らかにするよう求めます。 

(1) 政策等の提案に至った経緯、理由及び期待

される効果 

(2) 他の自治体の類似する政策等との比較検

討 

(3) 提案に至る過程における市民参加の実施

の有無とその内容 

(4) 総合計画との整合性 

(5) 関係法令及び条例等 

(6) 財源措置及び将来にわたるコスト計算 

ま
だ
不
十
分 

○ 論点情報の形成が不十分である。 

 

（今後の対応） 

○ 論点情報の形成に重点におく委員会運営に取り組んでい

く。 

（市民懇談会の実施） 

第１９条 議会は、市民と議員が自由に意見や情

報を交換するために市民懇談会を実施します。 

２ 市民懇談会に関することは、別に定めます。 

 

 

あ
る
程
度
達
成 

○ 条例どおり実施されている。 

 

（今後の対応） 

○ 市民懇談会を議会からの申入れにより開催できるように

するか検討する。 
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条  文 
検証結果 

評価 評価の理由等 

（請願者及び陳情者の意見陳述） 

第２０条 議会は、請願及び陳情を市民による政

策提案と位置づけるとともに、その審議におい

ては、これら提案者の意見を聴く機会を設けな

ければなりません。 

 

達

成

し

た 

○ 条例どおり実施されている。 

（公聴会及び参考人制度の活用） 

第２１条 議会は、常任委員会、議会運営委員会

及び特別委員会における参考人制度及び公聴会

制度を活用して、市民の専門的又は政策的な識

見等を議会の討議に反映させます。 

 

ま
だ
不
十
分 

○ 参考人制度は活用したことがある。 

○ 公聴会制度は活用したことがない。 

 

（今後の対応） 

〇 公聴会の必要性、活用場面について検討する。 

（附属機関の設置） 

第２２条 議会は、審査、諮問又は調査のため必

要があると認めるときは、別に条例で定めると

ころにより、附属機関を設置することができま

す。 

 

 

取

組

な

し 

○ 附属機関を設置していない。 

 

（今後の対応） 

〇 附属機関の必要性、活用場面について検討する。 
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条  文 
検証結果 

評価 評価の理由等 

（意見箱の設置） 

第２３条 議会は、広く市民の声を聴くために意

見箱を設置します。 

 

 

 

取

組

な

し 

○ 意見箱を設置していない。 

 

（今後の対応） 

○ 市民の声を聴く手段として、市民懇談会、議会報告会、市

議会モニター、ホームページ等、様々なツールがある。意

見箱の設置の是非も含め、検討する。 

（議会報告会の実施） 

第２４条 議会は、市民に対する説明責任を果た

すため、議会で行われた審議内容等を説明する

議会報告会を年２回以上行います。 

２ 議会報告会に関することは、別に定めます。 

達
成
し
た 

○ 条例どおり実施している。 

○ 参加人数が少なく、参加者も固定化している。 

 

（今後の対応） 

○ 議会報告会の目的が達成できるように開催方法、報告内

容等を含め、議会報告会のあり方について検討する。 

（市議会出前講座の実施） 

第２５条 議会は、市民からの要請に応じてその

有する情報を提供するため、市議会出前講座を

行います。 

２ 出前講座に関することは、別に定めます。 

取

組

な

し 

○ 出前講座の実績がない。 

 

（今後の対応） 

○ 本条の取組は、市民懇談会でも対応できる。出前講座の是

非も含め、検討する。 
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条  文 
検証結果 

評価 評価の理由等 

（情報の公開） 

第２６条 議会及び議員は、市民への情報提供等

を図るため次の各号に掲げる事項について公開

します。 

(1) 本会議会議録 

(2) 委員会記録 

(3) 委員会報告書 

(4) 視察報告書 

(5) 議長交際費 

(6) 政務活動費 

(7) 議会スケジュール 

(8) その他議長が必要と認めたもの 

達

成

し

た 

○ 条例どおり実施している。 

○ 政務活動費の領収書等関係書類を平成 29 年度分から公開

対象とした。 

（議会広報の充実） 

第２７条 議会は、議案に対する各議員の対応を

議会広報で公表する等、分かりやすく情報を提

供します。 

２ 議会は、情報技術の発達を踏まえた多様な広

報手段を活用することにより、多くの市民が議

会と市政に関心を持つよう議会広報活動に努め

ます。 

あ
る
程
度
達
成 

○ 条例どおり実施している。 

○ 広報紙の掲載方法を変更した。 

○ フェイスブックを開始した。 

 

（今後の対応） 

〇 ＦＭサンサンきららの活用について検討する。 
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条  文 
検証結果 

評価 評価の理由等 

（政治倫理） 

第２８条 議員は、市民の代表者として、その倫

理性を常に自覚し、品位を保持し、識見を養うよ

う努めなければなりません。 

２ 議員の政治倫理の規範については、条例で別

に定めます。 

あ
る
程
度
達
成 

 

（議員定数） 

第２９条 委員会又は議員が議員定数の条例改正

を提案する場合は、行財政改革の視点だけでな

く、市政の現状と課題、将来の予測と展望を考慮

の上、専門的知見並びに参考人制度及び公聴会

制度を十分に活用し、明確な改正理由を付すも

のとします。 

２ 議員定数の基準は、人口、面積、財政力及び市

の事業課題を考慮し検討するものとします。 

達
成
し
た 

○ 専門的知見も活用しながら、本市の適正な定数について

検討し、定数条例を改正した。 

（議員報酬） 

第３０条 委員会又は議員が議員報酬の条例改正

を提案する場合は、専門的知見並びに参考人制

度及び公聴会制度などを十分に活用し、明確な

改正理由を付すものとします。 

取

組

な

し 

○ 議員報酬の額について議論はしたが、改正を提案するま

でに至っていない。 



 

14 
 

条  文 
検証結果 

評価 評価の理由等 

（政務活動費） 

第３１条 委員会又は議員が政務活動費の条例改

正を提案する場合は、専門的知見並びに参考人

制度及び公聴会制度を十分に活用し、明確な改

正理由を付すものとします。 

取

組

な

し 

○ 政務活動費の額について議論はしたが、改正を提案する

までに至っていない。 

２ 会派の代表者及び会派に属さない議員は、

山陽小野田市議会政務活動費の交付に関する条

例（平成１７年山陽小野田市条例第１３号）第２

条の規定により調査研究その他の活動に資する

ために政務活動費の交付を受けたときは、会計

帳簿、領収書等を整理し、その使途の透明性を確

保します。 

達

成

し

た 

○ 条例どおり実施している。 

○ 旅費を実費とした。 

○ 領収書等関係書類を平成 29 年度分から公開対象とした。 

（議会事務局） 

第３２条 議長は、議会の政策形成及び立案を補

助する組織として、議会事務局の調査及び法務

機能の充実強化を図らなければなりません。 

あ
る
程
度
達
成 
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条  文 
検証結果 

評価 評価の理由等 

（議会図書室） 

第３３条 議長は、議会の調査研究に資するため

に設置する議会図書室を適正に管理し、運営す

るとともに、その図書、資料等の充実に努め、市

民もこれを利用できます。 

ま
だ
不
十
分 

○ 調査研究のための図書等が配置されていない。 

○ 市民の利用に供する状態になっていない。 

 

（今後の対応） 

○ 議会図書室のあり方について検討する。 

（他の条例等との関係） 

第３４条 この条例は、市議会の基本となる事項

を定める条例であり、市議会に関する他の条例

等を制定し、又は改廃するときは、この条例の趣

旨を十分に尊重しなければなりません。 

あ
る
程
度
達
成 

○ 議員政治倫理条例を制定した。 

（条例の見直し等） 

第３５条 議会は、この条例の目的が達成されて

いるか否かを、議会運営委員会において２年ご

とに検証します。 

２ 前項の検証の結果、必要と認める場合は、こ

の条例の改正を含め適切な措置を速やかに講じ

ます。 

３ 議会は、一般選挙を経た任期開始後速やかに、

この条例の研修を行います。 

ま
だ
不
十
分 

○ ２年ごとの検証を行っていない。 

○ 改選後の本条例の研修は行っている。 

 

（今後の対応） 

〇 ２年ごとの検証を徹底する。 

〇 改選直後の議会基本条例に関する研修を充実させる。 

（委任） 

第３６条 この条例の施行に関し必要な事項は、

別に定めます。 

 

（検証対象外） 

 









 1 

市の附属機関委員への就任辞退について 

Ｈ21.5.12 

議会運営委員会 

山陽小野田市議会では、議会改革の一環として、議員が市の附属機関（※注１）

の委員に就任することについて鋭意検討を重ねてまいりました。その結果、市

の附属機関の委員には、法律に定めのあるものを除き、議員は就任しないこと

にいたしました。 

その理由は、次のとおりです。 

(1) 議会の審議権等を抑制しないため 

議員が執行機関の附属機関の委員に就任した場合、その附属機関の審議等

を参考にして長が議案を作成し、議会に提出したとき、附属機関の委員とな

った議員は議会での議案の審議において鋭い質疑を行うことができなくなる

など、議会の審議権や監視権を抑制することになり、議会の役割を十分に果

たせなくなる場合があります。 

(2) 一議員の発言が議会の総意であるとの誤解を招かないため 

議会は合議体であり、一人一人の議員はそれぞれの独自の考え方を持ち、

それぞれが議員として責任を持って活動をしています。したがって、１人の

議員が議会全体の総意をもって附属機関の委員に就任するものではありませ

ん。このことから議員が附属機関の委員に就任することにより、その議員の

考え方が議会全体の考え方であるとの誤解を生じることにもなりかねません。 

(3) 議決機関と執行機関との分立のために 

議会と執行機関との関係は、牽制均衡の原則の関係の中でそれぞれの役割

の発揮が期待されており、議会の議員が執行機関の一部分ともいえる附属機

関の委員に就任することは、議会の本来あるべき機能の低下を招き、議決機

関と執行機関の二元代表制（※注２）の観点からも適当ではありません。 

 

山陽小野田市議会では、現在、多くの附属機関の委員に議員が就任している

状況です。しかし、国の法的見解、全国市議会議長会の市議会の活動に関する

実態調査結果や、県内他市の状況などを参酌する中で、このような結論に達し

たものです。 




